
高度成長期における勤労青少年とスポーツ
――生涯スポーツ論の観点から――

河 野 誠 哉

１．はじめに

本稿の課題は、日本の高度成長期における勤労青少年の、スポーツとの関わり方の

実態について検討を加えることである（１）。

ここでねらいとして意識しているのは、実態としての生涯スポーツの発展過程につ

いて検証する試みである。すなわち、「生涯スポーツ」ならびに「スポーツ・フォー・

オール（Sports for All）」というスローガンが提唱されて久しいが（２）、それを市民社会

の単なる理想像としてではなく現実の社会状態の問題として捉えるなら、その実態レ

ベルでの発展の経路をたどっておく作業が不可欠になってくるはずである。その意味

で前記の課題は、いうならば戦後日本社会における生涯スポーツの展開の初期状況に

ついての実態把握としての意義を有するであろうというのが、ここでの目論見であ

る。

しかしながら、それがいったいどういう意味で「初期状況」といえるのか、もう少

し説明を補っておく必要があるだろう。

まず時期的な問題として、ここで高度成長期（通説に従って、本稿ではそれを１９６０年代

を含むその前後の時期と想定している）に注目するというのは、それが戦後日本におけ

る大衆社会化の画期であるからにほかならない。とりわけ一般市民のスポーツ活動と

いう観点のもとでは、生涯スポーツの発展の起点をこの時期に見出すことには一定の

合理性を認めうるはずである。

そして勤労青少年をとりあげるというのは次の理由による。すなわち、年代的な意

味でスポーツの担い手としては、もともと若者層が想定される傾向にあったこと。し

かし同時にまた「生涯スポーツ」というテーマのもつ含意からして、特に学校教育以

降の場面に照準を合わせる必要があったことである。そうした観点から浮かび上がっ

てきたのが、この勤労青少年というカテゴリーであった。

高度成長期における彼らこそは、戦後日本社会が大衆社会状況を呈していくプロセ

スのまさに最前線に位置していたとみることができる。そしてその部分に注目する本

稿の企ては、生涯スポーツのその後の展開について批判的に考察していくための準拠

点を探り当てる試みともなるにちがいない。

このようなねらいのもと、以下では、１９６０年代を中心とする時期に行われた社会調
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査データを再分析するという作業をとおして、当時の勤労青少年にとってのスポーツ

の位置づけについて明らかにしていく。そしてそのうえで、現在における生涯スポー

ツのおかれた状況について若干の考察を加えてみることにしたい。

２．勤労青少年の時代

スポーツの問題へと入っていく前に、まずはこの時期における勤労青少年そのもの

の布置状況について基本的なデータを概観しておくことにしよう。

最初に図１によって年令別の労働力率の推移についてみてみると、１９６０年頃の状況

として、１５～１９歳人口のうち実に約半数が労働力人口であったことが確認できる。７０

年代後半以後のそれが２０％弱であることと比べてみると、その数字の大きさがあらた

めて実感されるが、いうまでもなくそれは高校進学率の動向と表裏の関係で理解する

ことができる。図中にも示しておいたとおり、同じ６０年頃の高校進学率は６０％弱程度

であって、裏返すとそれは中学卒業者のうちの４０％強の者が労働市場に参入するとい

う時代だった。これらのいわゆる「年少労働者」たちの存在こそが、この時期の若年

労働力を特徴づける要素の大きなひとつであった。

さらにもう少し詳しくその中身をみておこう。表１によって彼らの従業上の地位に

図１ 高校進学率ならびに年齢階級別労働力率の推移

出所：文部省『学校基本調査』（各年度）ならびに総理府『労働力調査報告』（各年度）
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ついてみてみると、構成比率のうえで家族従業者のそれが徐々に減少していく様子が

みてとれる。この推移は明らかに農業人口の減少に対応したものであり、言い換える

なら日本社会が急速に企業社会化していく状況を示すものといえる。勤労青少年の大

多数は、もはや農家の後継ぎとしてではなく、もっぱら雇用された労働者として社会

生活を送る人々であった。

そのことはまた新規学卒者の就職先の状況をみてみると、より明らかである。その

産業別の構成を示したのが表２であるが、これによるとすでに６０年代初頭の段階で、

表１ １５～１９歳就業者の従業上の地位の構成比の推移
（％）

年 自営業主 家族従業者 雇用者 計

１９６０ ０．９ ２６．７ ７２．４ １００．０
１９６１ １．２ ２３．７ ７５．１ １００．０
１９６２ ０．７ ２１．７ ７７．６ １００．０
１９６３ ０．７ ２１．１ ７８．２ １００．０
１９６４ ０．７ ２０．７ ７８．６ １００．０
１９６５ ０．７ １９．３ ８０．０ １００．０
１９６６ ０．６ １８．８ ８０．６ １００．０
１９６７ ０．５ １６．１ ８３．４ １００．０
１９６８ ０．５ １４．０ ８５．５ １００．０
１９６９ ０．９ １２．７ ８６．４ １００．０
１９７０ ０．３ １１．９ ８７．８ １００．０
１９７１ ０．４ １０．２ ８９．３ １００．０
１９７２ ０．４ ８．８ ９０．７ １００．０

出所：総理府統計局編『労働力調査報告』（各年度）

表２ 新規学卒者の産業別就職者構成比の推移
（％）

中 卒 者 高 卒 者

１９５８年１９６１年１９６４年１９６７年 １９５８年１９６１年１９６４年１９６７年

農林水産業 ２０．５ ９．９ ８．４ ６．９ １１．０ ５．９ ３．７ ４．４
鉱業 ０．３ ０．１ ０．０ ０．１ ０．９ ０．４ ０．２ ０．２
建設業 ２．０ １．８ ３．６ ７．０ ３．１ ３．２ ３．６ ３．８
製造業 ４７．１ ６５．５ ６１．７ ５８．２ ２９．０ ３８．８ ３６．２ ３６．３
卸売業・小売業 １３．４ ８．２ ８．４ ７．８ ２４．６ ２３．１ ２３．８ ２６．９
金融・保険・不動産業 ０．２ ０．２ ０．１ ０．１ ６．４ ８．４ １０．０ ６．１
運輸・通信・電気・ガス・水道業 １．６ ２．３ ３．２ ３．０ ７．７ ７．９ ７．７ ６．２
サービス業 １０．９ ８．８ １１．０ １３．９ ７．３ ５．７ ６．４ ８．３
公務 ０．３ ０．３ ０．３ ０．３ ５．８ ４．９ ６．４ ５．６
その他 ４．１ ２．７ ３．３ ２．７ ３．８ ２．４ ２．１ ２．２

計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所：総理府青少年対策本部編『青少年白書』（１９６８年版、p.３８３）
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農林水産業の比率が急速にしぼんでいった事実が確認できる。それと対照的に圧倒的

に高い比率を占めていたのが製造業であるが、これは日本の高度成長の牽引役であっ

た金属機械工業の発展を投影したものにほかならない。そして中卒者の場合でみるな

ら、それに次ぐところとして卸売業・小売業、ならびにサービス業がそれに続いてい

ることが確認できる。

戦後の高度成長期という、日本の産業構造が大きく変貌していく過渡期にあって、

まさしくその変化の波に洗われる位置にいたのが彼ら勤労青少年たちであった。

３．調査データから

では、彼らの日々の生活のなかで、スポーツとは一体どんな存在であったのか。以

下では、この時期に行われた社会調査のなかからスポーツについて触れたものをいく

つかとりあげ、そこで示されたデータをめぐって詳しく分析を加えていくことにした

い。

【調査資料①】『商店勤務青少年の余暇利用状況調査報告書』（東京都教育委員会編

１９５９）

〔調査概要〕

対象：東京２３区と８市内の商店街（問屋街）に勤務する青少年

方法：青少年委員を調査員とした面接調査

標本数（青少年調査）：２，３０３（回収率 ７６．８％）

時期：１９５８年１２月頃

これは１９５８年時点における、東京都の商店街（ないし問屋街）で勤務する青少年を

対象とした調査である。調査サンプルの年齢は１４歳未満から２８歳まで幅があるが、そ

の中心は１６歳から２３歳あたりのところで、男女比はだいたい２：１の比率になってい

る。

表３は、その結果を示したものであるが、まずは休日の過ごし方について、「この

前の休日をどう過ごしたか」という設問に対する回答をみてみると（「その大半が費や

されている主なもの」だけを取り出して集計）、全体の５割以上の者が「映画見物」を挙

げており、それ以外の項目としては、テレビも含めていずれも５％未満の数字にとど

まっていることがわかる。別の設問で映画について尋ねた項目では、実に４８．７％の者

が「月に２回以上」観ていると回答しており、この時期の勤労青少年たちにとっての

娯楽の機会として映画館の存在がいかに大きかったかが伝わってくる。
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そしてこの設問に関するかぎり、スポーツ関係については項目すら登場してこな

い。かろうじて「ハイキング」が広義の身体運動的なカテゴリーとして登場している

くらいであるが、それすらもせいぜい１．７％にとどまっている。休日を使ってスポー

ツを楽しむという機会はほとんど無かったらしいことがみてとれる。

ところが、現実問題を離れて希望する余暇利用となるとずいぶんと事情が変わって

くる。同じく表３中に示されているとおり、「余暇を役立てるために、いま一番やり

たいと思っていること」について尋ねた設問に対しては、スポーツを挙げる回答がい

きなり首位に躍り出るのである。

ちなみにその内訳は、圧倒的多数を占めるのが「野球をやりたい」という者で２１４

名。以下、「健康維持のためのスポーツ」５２名、「卓球」４５名、「バレーボール」２４名、

「テニス」２０名、「スケート」１５名、「登山」１５名、「柔道」９名、「ハイキング」９名

と続いている。

【調査資料②】『市街地青少年余暇利用調査報告書（第１分冊）青少年調査』（文部省

社会教育局編 １９６３）

〔調査概要〕

対象：人口５万以上の市に居住する満１５歳以上満２５歳未満の青少年

方法：調査票に基づく面接調査

標本数（未婚の勤労青少年）：２，５０２

標本抽出方法：層別２度ぬき法

時期：１９６１年３月

こちらは、市街地在住の青少年の余暇利用について、「青少年調査」と「事業所調

表３ 休日の実際の過ごし方と余暇にやりたいこと

「この前の休日をどう過ごしたか」 「余暇を役立てるために一番やりたいこと」

映画見物 ５６．７％ スポーツ ２６．０％
テレビの見物 ４．４％ 職業に役立つこと １３．４％
買物（デパート廻り） ３．２％ 教養に役立つこと １０．９％
休養していた ３．１％ 趣味に役立つこと ７．１％
友人を訪問 ２．６％ 家庭生活に役立つこと １３．８％
雑談で終わった ２．６％ ただゆっくりと体を休めたい １６．５％
雑用 ２．０％ その他 １．４％
ハイキング １．７％ 不明 １０．９％

出所：東京都教育委員会編『商店勤務青少年の余暇利用状況調査報告書』（１９５９年）
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査」の２種に分けて実施されたうちのひとつである。調査段階では学生（高校生）や

既婚青年のサンプルも回収されたが、分析に付されたデータは基本的にはすべて未婚

の勤労青少年についてのものになっている。

さて、この調査からも示されているのは、休日の余暇利用におけるスポーツの相対

的な地位がたいへん低いという事実である。表４にあるとおり、「この前の休みに

やった主なこと」（複数回答）としては、「ラジオ・テレビの視聴」が７０％、「新聞・雑

誌を読む」が５２％、「休息」が４４％、「映画館・劇場に行く」が３８％といった水準（い

ずれも男女合計の数値）であるのに対して、「スポーツ・身体的レクリエーションをす

る」は男子２０％、女子１０％となかなかふるわない。

ところが、ここでもやはり希望する余暇利用の内容としては、スポーツ系の活動は

重要な項目のひとつとして浮かび上がってくることになる。表５は、「仕事以外にや

りたいこと」について尋ねた結果を男女別にまとめたものであるが、ここで男子にお

いて「スポーツ・旅行・登山等野外活動」１１．６％という数字は、「職業的知識・技能」

１３．３％に次いで相対的に高い率を示している項目として登場してくることがわかる。

もっとも、それは男子に限られた傾向であって、女子の場合はもっぱら「和洋裁・

表４ 休日余暇利用状況
（％）

男 女 計

ラジオ・テレビの視聴 ７１ ６９ ７０
新聞雑誌を読む ５３ ５１ ５２
スポーツ・身体的レクリエーションをする ２０ １０ １６
囲碁・将棋・トランプ等室内遊技 ８ ２ ５
遊技場へ行く １０ － ６
飲食店（酒場等）へ行く １１ ４ ８
読書 ２０ ２６ ２３
教育機関へ行く ２ ５ ３
自学自習（通信教育・系統的読書等） ３ ２ ３
団体活動参加 ５ ４ ５
休息 ４７ ４１ ４４
内職・アルバイト ２ ３ ３
家事・雑事・仕事の手伝い ２３ ６０ ３９
仕事の準備・残務の処理 ９ ９ ９
映画館・劇場へ行く ４４ ３０ ３８
競馬・競輪等かけごと － － －
旅行 １ １ １

（実数） （１２５１） （９２６） （２２１３）

出所：文部省社会教育局編『市街地青少年余暇利用調査報告書』（１９６３年）
注：「この前の休み（定休日または普通の休日）にやった主なことは、どんなことです
か」（複数回答）
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料理・茶・生花等けいこ事」の部分に４７．２％と、他を圧する関心の集中が認められ

る。ここには明らかにジェンダー的な選好の違いが表現されているとみるべきで、要

するに「スポーツ・運動系＝男子の文化／おけいこ系＝女子の文化」ということであ

表５ 仕事以外に特にやりたいこと
（％）

男 女 計

職業に必要な知識技術 １３．３ ２．３ ８．５
和洋裁・料理・茶・生花等家事けいこ事 ０．６ ４７．２ ２０．９
読書・一般教養 ５．７ ３．５ ４．７
教育機関就学・通信教育 ３．０ １．０ ２．２
スポーツ・旅行・登山等野外活動 １１．６ ７．３ ９．７
映画・パチンコ等娯楽 ２．２ ０．５ １．４
その他 ６．１ ３．０ ４．７

ない ４１．８ ２２．７ ３３．５
わからない １５．７ １２．５ １４．３

計 １００．０ １００．０ １００．０
（実数） （１２５１） （９６２） （２２１３）

出所：表４に同じ。
注：「仕事以外の時間を利用して、特にやりたいことが、何かありますか」（択一回答）
「それはどんなことですか。そのうち主なものをひとつあげて下さい。」（自由記述）

表６ 職場ならびに居住地に希望する余暇利用施設
（％）

職場への希望 居住地への希望

男 女 計 男 女 計

運動場 ８．８ ４．０ ６．７ ９．３ ８．１ ８．８
公園・遊園地 ３．７ ６．８ ５．２ ０．４ ０．１ ０．３
公民館 ２．５ １．５ ２．０ ０．２ ０．３ ０．２
図書館・読書施設 ２．２ ３．８ ２．９ ２．６ ３．８ ３．２
博物館・美術館・動植物園 ０．８ ０．４ ０．２ ０．４ － ０．２
青年用宿泊・研修施設 １．８ ０．８ １．４ ０．２ ０．１ ０．２
体育館 ５．１ ３．５ ４．４ ９．２ ９．６ ９．７
休息・娯楽施設 ３．１ ２．５ ２．９ ６．５ ９．３ ７．７
青年の集会所 ４．５ ３．５ ４．１ １．０ １．２ １．１
その他 １．８ ２．２ １．９ １．８ ３．０ ２．４

希望の記入なし ６６．５ ７１．０ ６８．２ ６８．４ ６４．５ ６６．７

計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
（実数） （１２４７）（９６２）（２２０９）（１２４７）（９６２）（２２０９）

出所：表４に同じ。
注：「職場にどのような余暇利用の施設が一番欲しいですか。また居住地ではどうです
か。」（自由記述）
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り、また「職業的知識・技能」が男子のみに高く出ているというのは、それだけ性別

役割分業の規範力が大きかったことを示すものと言えるだろう。

ともあれ、ここで本稿の関心から強調しておくべきは、特に男子において、スポー

ツを強く求める姿勢がうかがえるという事実である。そしてこのことは、別の質問項

目からも確かめることができる。

表６は、職場ならびに居住地に希望する余暇利用施設について集計したものである

が、男子の場合、職場に希望する余暇施設として「運動場」と「体育館」がそれぞれ

８．８％と５．１％、居住地に希望する余暇施設としてもそれぞれ９．３％と９．２％という数値

が出ているが、これは回答が挙がっているなかでは最上位に位置づけられる２つであ

る。さらには女子の場合であっても、居住地に対しては「運動場」と「体育館」の２

つが、それぞれ８．１％と９．６％という、男子と同等の数字が出ていることが注目に値す

る。

このことは、この当時における社会教育施設の布置状況について考えるうえでも興

味深いデータだと言えるだろう。この時期の勤労青少年たちは、公民館や集会所、図

書館よりも、スポーツ施設のほうを強く求めていたのである。

【調査資料③】『住込青少年生活実態調査』（東京都総務局青少年対策部計画課編

１９６７a）

〔調査概要〕

対象：東京都内の零細企業で働く住込勤労青少年で、昭和２３年４月生～昭和２６年

３月生（＝中学を卒業して１～３年目）の者

方法：調査票に基づく面接調査

標本数：８３１（回収率６５．６％）

標本抽出方法：国保台帳にもとづく多段抽出

時期：１９６６年１０月

こちらは東京都内における住込みの勤労青少年の生活実態の把握を目的として実施

された調査である。この調査目的により対象者は、零細事業所で働く中学卒業の年少

労働者に限定されている。

この調査でもやはり、彼らの余暇利用について、実際の過ごし方と希望する過ごし

方についてのデータが登場してくる。詳しくみてみよう。

まずは余暇利用の実態について。表７は、ふだん休みの日によくするものを複数回

答で選ばせた結果を示したものであるが、休日の過ごし方として最も高い率を示して

いるのは「テレビを視る」で、男女ともに６割以上の者がこれを挙げていることがみ
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てとれる。それに次ぐのが「映画、演劇、歌謡ショーを観る」で、男子ではやはり６

割強、女子でも約５割の者がこれを挙げている。

この調査は１９６６年実施のものであるが、１９５８年実施調査にもとづく既出の表３と比

べてみると、この時期におけるテレビの急速な普及状況が示されていて大変興味深

い。他方でこのテレビの普及は、それまで大衆娯楽の代表格であった映画産業の衰退

を導くことになるわけであるが、この調査データによって示されているのは、これら

新旧の映像メディアの影響力がちょうど拮抗している段階の様相であると解釈できそ

表７ ふだんの休日の過ごし方
（％）

男 女 男 女

スポーツ 野球、バレーなど球技 １９．６ １．６マスコミ テレビをみる ６３．７６６．５

相撲、柔、剣道など １．５ ０．２ ラジオをきく １７．９１６．４

ランニング、体操など ２．６ － 新聞、雑誌をみる ２２．８２５．８

魚釣り、ハイキング、ボート ９．２ ４．５ マンガを見る ８．３ ５．４

サイクリング、オートバイ ３．８ １．３ 本を読む １７．４２９．９

スケート、ボウリング、卓球 １６．６１０．６勉 強 勉強、研究をする ７．３１９．１

ダンス ０．８ １．３ 図書館、博物館へ行く １．３ １．８

娯 楽 映画、演劇、歌謡ショー ６３．２４９．９社 交 仲間とおしゃべり ２０．２３１．２

野球、相撲などを観る ７ ０．７ 家族に会いに行く ７．８１４．２

パチンコ、スマートボール １３．７ ０．４ デイトをする ３．９ ４．３

競輪、競馬 － － グループの会に出る ２．３ ４．３

美術展、音楽会 １．３ ２．７ 友人を訪ねる ２１．３２０．４

室内遊戯 囲碁、将棋など ６ ０．４外 出 近所を散歩する １３．７１６．９

トランプ、麻雀、花札 ４．４ ０．２ 買い物に出かける １４５０．６

その他室内遊戯 １．８ １．６ 盛り場、デパートをぶらつく ５．７ ９．２

趣 味 楽器をひく、絵を描く １１．１ ３．１ 祭りなどの催しに行く ０．８ １．８

歌をうたう、レコードを聴く ２１２５．６休 息 ごろ寝をする １９．２１２．１

詩や文をつくる ０．８ １．８ 喫茶店へ行く ８ ６．５

工作、機械いじり ２．６ ０．９ 飲食店でものを食べる ３．４ ２．７

手芸、和洋裁、料理 －２５．４ 酒場、バーで飲む ０．８ ０．２

お茶、生花 － ２．７用 事 そうじ、せんたくなど ３０．６５１．２

芸事（踊りなど） ０．３ ０．２ 身の回りのこと ２３．６４７．２

切手などを集める ２．１ ０．９

動、植物の世話 ２．６ －

出所：東京都総務局青少年対策部計画課『住込青少年生活実態調査―集計表―』（１９６７年）
注１：「ここに書いてあるものの中で、あなたが休みの日によくするものを番号で答えてください。」

（複数回答）
注２：項目の分類に一部手を加えた。
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うである。

そしてスポーツの実施率はというと、やはり男女差が際立っている。スポーツ関係

の諸項目で高い比率が出ているのは圧倒的に男子のほうであり、女子の場合は、「社

交」や「外出」「用事」関係の諸項目に高い数字が出ていて、スポーツの位置づけは

際立って低い。

ここで男子について詳しく見てみると、「野球、バレーなどの球技」の１９．６％、「ス

ケート、ボウリング、卓球」の１６．６％が目をひくところである。この調査デザインか

らは具体的な種目別の選好をこれ以上明らかにしえないが、前者はおそらく、後述す

る野球人気を投影した結果かと思われる。後者については、女子のほうでも１０．６％と

いう相対的に高めの数字が出ており、こちらはこの当時の都市部において相次いだ、

民間のスケートリンクやボウリング場の開設を背景としたものと考えることができそ

うである。

これらのスポーツ関係の諸項目の実施率を、高いとみるか低いとみるかの判断は微

妙なところであるが、少なくとも他の諸項目のスコアと比較した場合の相対的な位置

づけは決して高いものではないということは確かであろう。ところが、現実を離れて

希望する余暇行動となると、ここでもやはりスポーツの相対的な地位は一気に上昇す

ることになる。

表８は、さきほどの表７と同じ４６項目に対して、休日の過ごし方として「いちばん

表８ 休日の過ごし方として「いちばん好きなもの」と「やってみたいもの」
（％）

男 女

いちばん好き やってみたい いちばん好き やってみたい

スポーツ ３２．４ ３５．０ １２．４ １６．４
娯 楽 ２５．４ ９．３ １５．１ ５．８
室内遊戯 ３．４ １．０ ０．０ ０．２
趣 味 １４．８ １１．９ ２９．９ ４０．２
マスコミ ９．１ ０．８ １６．６ １．６
勉 強 ０．５ ３．４ ０．９ ４．７
社 交 ７．３ １１．９ １２．８ １５．７
外 出 ２．６ ０．５ ７．２ １．６
休 息 ２．８ ２．３ ２．５ ０．７
用 事 ０．０ ０．０ ０．９ ０．７
不 明 ０．３ ６．７ ０．４ ２．７
な し １．６ １７．１ １．３ ９．７

計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
（実数） （３８６） （３８６） （４４５） （４４５）

出所：表７に同じ。
注：実際の回答は表７と同じ４６項目であるが、上位の１０分類にまとめ直してある。
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好きなもの」と「事情が許したらしたいもの」を尋ねた結果をまとめたものであるが

（ただし大分類別に集計し直してある）、これによると男子の場合、「好きなもの」と

「やってみたいもの」の両方ともに「スポーツ」の比率が首位に躍り出るのである。

もっとも、希望する余暇行動として「スポーツ」の位置づけが高いのはもっぱら男子

のみの現象であって、女子の場合はお稽古ごとを中心とする「趣味」がその地位を占

める。前述のジェンダー文化の投影と解釈できるだろう。

ちなみに、ふだんの休日の過ごし方で実施率の高かった「テレビを視る」「映画、

演劇、歌謡ショーを観る」（いずれも「マスコミ」に分類される）については、「好き」

率はそこそこの数字が示されているものの、「やってみたい」率は極端に低い。すで

に満たされているということなのだろう。それに対して特に男子の勤労青少年たちに

とっての「スポーツ」は、現実には取り組める機会は少ないものの、それ自体は好き

だし、また条件に恵まれればぜひとも取り組んでみたい余暇活動ということのようで

ある。

【調査資料④】『中小企業に働く青年の問題―余暇利用についてのアンケート調査か

ら―』（財団法人日本青年館編 １９６４）

〔調査概要〕

対象：日本青年館主催「成人を祝う若人の集い」参加者（１９６３年１月１６日～１９６４

年１月１５日の間に２０歳になった東京都内在住の勤労青年で、都内各区主催

の成人式に参加できなかった者）

方法：用紙配布による無記名アンケート方式

標本数：３１５（回収率７６．３％）

時期：１９６４年１月

最後にもうひとつ。当該期の勤労青少年たちのスポーツとの関わりの、具体的な中

身に触れた調査データも紹介しておくことにしよう。

こちらは東京都内の中小企業に働く勤労青年を対象として実施されたアンケート調

査の集計結果をまとめたものである。サンプリングの方法や質問紙の形式において社

会調査としての基準を全うしているものとは言い難いが、この時期の勤労青年のス

ポーツ選好について、その具体的な種目が明らかにされている点で貴重な情報といえ

る。あえて取り上げてみることにしたい。

「学生時代に好きでやっていた種目」と「現在やっている種目」「現在やってはい

ないがやりたい種目」について、それぞれ最も当てはまるもの一つについての集計結

果をまとめたのが表９である。
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まずは男子についてみてみると、学生時代では野球、水泳、卓球、バスケットが回

答の多かった上位種目であり、そして現在やっている種目では、スケート、野球、卓

球という内容になっている。

女子の場合は、学生時代がバレーボール、卓球が上位種目。現在やっている種目で

は、全体的に男子ほどの傾倒はみられないが、かろうじてバドミントン、スケート、

卓球というところが上位に付いていることがわかる。

種目の選好における学生時代と現在との違いは、主に施設上の便宜や環境の違いに

よるものと想像されるが、それにしてもこのデータからうかがえる当時の青少年男子

における野球人気の根強さはつくづく興味深い。在学中ばかりでなく学校を出た後ま

でも、一貫して高い関心が維持されているところが野球人気の大きな特徴といえる。

いまほどは多様なスポーツ競技が知られていなかった当時において、野球こそは「す

るスポーツ」の代表格というべき地位を占めていたというのは、同じ時期の他の社会

調査からもしばしば垣間見えるところである。日本ではもともとエリート養成学校で

の、いわば階級的スポーツとして出発したはずのこの球技が、学生のみならず勤労青

少年にまで親しまれるほどに大衆的な定着をみていくプロセスは、それじたい社会構

造論的な分析を必要とするテーマなのかもしれない（３）。

話をもとに戻そう。調査報告書の分析をそのまま引用すると、現在の種目でスケー

トが多いのは、「都内に数多く設置された商業スケートリンク」（財団法人日本青年館編

１９６４，p.１３）の利用によるもの。卓球については、「比較的手軽に行えるので、各企業

表９ 種目別スポーツ活動との関わり
（人）

男 女

学生時代に好
きでやっていた
種目（n＝１８７）

現在やっている
種目（n＝１７０）

現在やってい
ないがやりたい
種目（n＝１７２）

学生時代に好
きでやっていた
種目（n＝１２０）

現在やっている
種目（n＝１０６）

現在やってい
ないがやりたい
種目（n＝１１６）

野球 ３８ スケート ３５ スキー ３０ バレー ３８ バドミントン １７ スキー ２０
水泳 ２４ 野球 ３１ 旅行 ２６ 卓球 ２３ スケート １６ スケート １９
卓球 ２２ 卓球 １９ 社交ダンス ２４フォークダンス ８ 卓球 １５ 社交ダンス １６
バスケット ２０ 登山 １７ 登山 １４ソフトボール ８ 登山 １２ 旅行 １３
陸上競技 １８ 水泳 １１ 野球 １２ バスケット ７ ハイキング １２ 登山 １２
バレー １１ ハイキング ８ スケート ９ 登山 ５ バレー ９ 卓球 ７
登山 ８ キャッチボール７ 水泳 ９ 陸上競技 ５ 旅行 ９ 水泳 ６
ソフトボール ６ バスケット ６ バスケット ９ バドミントン ５ 社交ダンス ６
スケート ６ スキー ６フォークダンス ８
スキー ５ ハイキング ６
体操 ５ 陸上競技 ６

出所：財団法人日本青年館編『中小企業に働く青年の問題』（１９６４年）
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内にその器具が用意されている所も多いと思われ」（p.１３）とある。

そして、「現在やっていないがやりたい種目」の内容はとても面白い。男女ひっく

るめて注目すべきものとして挙げられるのは、スキー、旅行、社交ダンスの３つであ

る。

報告書の記述によると、スキーはスケートと同じく、近年のウインタースポーツ

ブームを投影したもの。ただスケートの場合は、都内のインドアスケート場でスケー

ト靴も借りて手軽にできるのに対して、スキーの場合はそうは簡単にいかないため

に、あこがれの対象としての度合いが一層高くなっているとのことである。そして旅

行については、都会の喧騒を離れ、大自然に接したいとの願望によるものと解釈され

ている。

３つめの社交ダンスというのは現代的な感覚からするといささか意表を突かれると

ころであるが、報告書に盛られた説明はこうである。「社交ダンスは年令と共に異性

への関心度が深くなって来たこととして当然の要求と考察される」（p.２３）。「従来の

社交ダンスが特定の人々によって不健全な雰囲気の中で踊らされるものであるという

概念が持たれていたのに対し、近年の青年たちが男女ともペアで楽しみたいという解

答数が出ている。これは指導者として、そのマナーを正しく体得させる必要性を考え

させられる。」（p.３３）男女交際の機会を社交ダンスに期待する若者たちと、そこに

「指導」の必要性を説く教育的まなざしの両方ともが、現代の我々にはあらためて新

鮮に映る。

そのほかハイキングと登山の２つも、これらを統合して考えるならば、「現在やっ

ている種目」「やりたい種目」において男女共にそれなりの人数に達するカテゴリー

である。それもまた当時の勤労青少年たちにとって比較的親しまれた余暇活動のひと

つであったことがうかがえる。

最後にもうひとつ。現状と照らし合わせるなら、表中の種目カテゴリーの中にサッ

カーが登場しないことも、今さらながら印象深い事実であることを付記しておくこと

にしたい。

４．勤労青少年の労働環境とスポーツの意味

以上を確認したところで、これら勤労青少年たちの希望する余暇活動を阻害する要

因についても検討を加えておくことにしよう。彼ら自身の認識において、その希望が

適わない理由は果たしてどのあたりにあったのか。

この点については、ふたたび前出の【調査資料②】を参照してみることにしたい。

この調査では、既出の表５のなかに示されていた余暇希望が自分にとって果たして実

現可能な望みであるかどうかを問うたうえで、「実現できない」とする者に対してそ
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の理由を尋ねている。その質問項目自体は必ずしもスポーツだけに特化したものでは

なく、余暇利用全般にわたる内容ではあるが、この時期の勤労青少年自身のこの課題

をめぐる認識が明らかにされている点で有用な材料であるにちがいない。

その結果をまとめたのが表１０であるが、ここから男女ともに余暇利用の阻害要因と

しては、「時間がない」と「経済状態が悪い」の２つが圧倒的に大きな要素を占めて

いたことが確認できる。勤労青少年たちにとって労働環境こそは余暇活動を大きく制

約する条件であった。なかでもより大きいのは労働時間の問題であった。

そしてそうした観点から興味深いのは、職種別の状況の違いである。もういちどこ

の表を詳しくみてみると、職種の違いによって余暇希望の実現可能性や実現できない

理由の認識に格差があることがみてとれる。就業者数の多い事務員、工員、店員の３

職種を比べてみると、余暇希望が「実現できる」とした者の比率は、男女ともに事務

員と工員で高く、店員で低いことがわかる。さらに、実現できない理由として「時間

がない」を挙げた者の比率は、こちらも男女ともに店員で特に高いことが注目され

る。このことは、当時の勤労青少年たちが全体として恵まれない労働環境におかれて

表１０ 希望する余暇の実現可能性、ならびに阻害要因
（％）

実現できない
実 現
できる

計（実数）経済状態
が 悪 い

時間がない その他

男

事務員 １３．３ ２６．５ １．２ ５９．０ １００．０ （８３）
工員 １２．０ １６．７ １１．６ ５９．７ １００．０ （２１６）
店員 １２．２ ３１．１ １２．２ ４４．６ １００．０ （７４）
外交・配達・集金員 ３２．０ １８．０ ６．０ ４４．０ １００．０ （５０）
運輸業務 ４２．１ ２６．３ ５．３ ２６．３ １００．０ （１９）
サービス的な仕事 ３１．６ １０．５ １０．５ ４７．４ １００．０ （１９）
職人 ２０．６ ２３．５ ２．９ ５２．９ １００．０ （３４）
その他 ８．１ １６．２ ８．１ ６７．６ １００．０ （３７）

全体 １６．２ ２０．９ ８．５ ５４．５ １００．０ （５３２）

女

事務員 １８．４ １４．３ ２．３ ６５．０ １００．０ （２６６）
工員 １１．５ １５．８ ４．３ ６８．３ １００．０ （１３９）
店員 １４．６ ４４．８ １．０ ３９．６ １００．０ （９６）
外交・配達・集金員 － － － － － （０）
運輸業務 － ２５．０ ２５．０ ５０．０ １００．０ （４）
サービス的な仕事 １６．３ ３０．０ ６．３ ４７．５ １００．０ （８０）
職人 － ２０．０ － ８０．０ １００．０ （１０）
その他 １７．２ １０．３ ３．４ ６９．０ １００．０ （２９）

全体 １５．５ ２１．３ ３．２ ５９．９ １００．０ （６２４）

出所：表４に同じ。
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いたなかでも、特に商業関係のそれが劣悪であったことを示すものといえる。

長いこと日本の労働市場は、相対的に有利な労働条件を備えた大企業部門と、不安

定な中小・零細企業部門とに分断された二重構造にあったことはよく知られるところ

であるが、６０年代初頭における新規中卒者向けの労働市場は特に、金属機械工業や繊

維産業を中心とする前者と、住込み店員の雇用を典型とする後者によって構成される

ものであった。この時期のいわゆる「集団就職」によって地方から大都市へと送り込

まれた若い人材は、条件に恵まれた大企業のほうにではなく、不利な労働環境にあっ

た中小・零細企業のほうへと吸収されていったのである（加瀬 １９９７）。そうした文脈

を考慮に入れるなら、ここで特に工員と店員の対比は重要な意味をもつものといえる

だろう。

たとえば、同じ【調査資料②】のなかで示された、職場の休日についてのデータが

そうである。表１１にみられるとおり、工員と店員の休日に関する条件を比較した場

合、どちらも９割以上の者が定休日が決まっているとしているものの、一か月あたり

の平均休日数は、工員３．５日、店員２．６日と、丸１日分近くの格差が出ているのである。

さらに休日のあり方に関しては、このような量的な側面のみならず、質的な側面も

重要である。同じ表１１には、店員の職場における日曜定休の実施状況が非常に低調で

あることが示されているが（工員８４％に対して店員２８％）、このことはしばしば、商店に

勤務する青少年たちにとって、もらえる休日がそれぞれの勤務先によってバラバラで

あることを意味する事態でもあった。もともとが零細規模の勤務先であるために同年

輩の仲間が少ないところにあって、このような状況はますます青少年どうしの横のつ

ながりを妨げる材料ともなりうるものであった。

そしてそのことは休日の余暇利用状況にも表れているといえる。「映画館・劇場へ

行く」比率を職種別で算出してみると、男女ともに店員のそれが際立って高いという

表１１ 職種別の定休日の有無／曜日／実際休日数

定休日がある 日曜日に決まっている 平均休日数

事務員 ９８％ ９０％ ３．７日
工員 ９５％ ８４％ ３．５日
店員 ９２％ ２８％ ２．６日
外交・配達・集金員 ９０％ ７１％ ２．８日
運輸業務 ８８％ ５１％ ３．５日
サービス的な仕事 ８３％ ３３％ ２．７日
職人 ８０％ ５６％ ２．９日
その他 ６２％ ４４％ ２．５日

全体 ９１％ ６９％ ３．３日

出所：表４に同じ。
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結果が出てくるが（４）、これは映画館等での暇つぶしが多人数の仲間を必要としない娯

楽であることも作用してのことと解釈できそうである。あるいは、住込み店員の場

合、休日を家で過ごそうにも、雇い主である家人から何かと用事を言いつけられてし

まったり、それでなくても他人の家ではなかなかくつろげない状況から離れたいがた

めに、わざわざ外出して映画館へと足を運ぶという、余暇利用としては消極的な事情

もあったと思われる。店員に特有のこのような労働条件は、特に野球やバレーボール

のような多人数を必要とするタイプのスポーツ競技にとりくむためには、重大な阻害

要因であったことが推察できるのである。

このように１９６０年代までの労働環境において、勤労青少年が余暇時間にスポーツを

楽しむことができるような条件はとうてい充たされる状況にはなかった。

それにしても、そんな状況下にありながら彼らにおいてスポーツが強く求められた

というのは、いったいどういう事態であったろうか。そういう視点でもって眺めてみ

ると、当時の勤労青少年たちにとってのスポーツ志向が果たしてどれほどまでに切実

なものであったかについては、もう少し割り引いて考える必要があるようにも思えて

くる。調査データのなかに示されていた彼らのスポーツへの高い関心は、あくまで相

対的な優位にすぎなかったことも確かだからである。

もういちど表５をみてみよう。「仕事以外にやりたいこと」を尋ねられた彼らのう

ちの多くは、実は「ない」や「わからない」のほうを選択しており、また女子よりも

男子にこそその傾向が大きいことが示されていた。要するに、相対的にスポーツ志向

の大きかった男子にとっても、大勢はじつは仕事志向だったというわけで、その意味

で彼らにとってスポーツとの関わりは、特別な思い入れをふくんだ「愛好」の感情と

いうよりも、それが時として彼らの生活に彩りを与えてくれることへの「希求（あこ

がれ）」とでも表現すべきものだったのではなかったろうか。

おそらくそれは、想像力の次元の問題でもあったろう。人は、知識や経験として与

えられた範囲からしか自らのイメージを立ち上げることはできない。この時期の勤労

青少年たちは、長時間の拘束を伴う日々の労働生活を送りながらも、かといって余暇

時間を積極的に活用するためのアイテムを数多く持ち合わせているわけでもなく、余

暇活動としてかろうじて想像力の範囲に届くものが、男子にとってのスポーツであ

り、女子にとっての習いごとの類であったということではなかったろうか。

さらにそう考えてくると、既出の表９に登場してくる、彼らの慣れ親しんだスポー

ツ種目のリストからは、そこに読みとるべきある傾向が浮かび上がってくるように思

われる。すなわち、このリスト中の多数を占めていたのは、野球やバレーボール、バ

スケットボールのように集団でとりくむ種目であった。またそれ自体は団体競技では

なくとも、社交ダンスはもちろん、スキーやスケート、登山、ハイキングなど、同世

代の仲間たちとの交流という目的を暗示させるタイプのものが数多く登場しているこ
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とに思い当たる。してみると彼らにとってのスポーツ希求とは、その本質において、

社会的な関係性の構築に向けた欲求を孕んだものであったと考えることができそうで

ある。

５．結び―生涯スポーツの未発の可能性

以上、生涯スポーツの発展プロセスの初期状況の探索というモチーフのもとで、高

度成長期における勤労青少年たちのスポーツをめぐる状況について検討してきた。こ

れまでに明らかになった事実をまとめておくことにしよう。

第１に、彼らにおける現実の余暇行動としてのスポーツの活動状況は総じて低調で

あった。実際の余暇の過ごし方としては、映画館等への外出やテレビの視聴のほうが

はるかに優位を占めていたのである。

第２に、それにもかかわらず彼らにとって余暇利用としてのスポーツ希求は相対的

に大きいものであったことが確認できた。そしてその傾向は、とりわけ男子において

顕著であった。実際にそれに取り組めるような条件は整っていなかったなかでも、彼

らにおいてスポーツは、余暇利用のためのアイテムとして期待を集める重要なひとつ

だったのである。

そして第３に、彼らのスポーツ希求の本質には、社会的なつながりへの欲求がうか

がえることを指摘した。一般の青少年たちにとってのスポーツの果たすべき役割とし

て、特に社交的な要素が期待される状況があったということになる。

さて、戦後日本の高度成長を支えた勤労青少年たちの置かれた状況は、その後大き

く変貌していくことになる。未曾有の経済成長を背景として、労働者の賃金は企業規

模別の格差の縮小を伴いながら上昇していくとともに、労働時間の短縮など、労働環

境も大きく改善していく（桝潟 １９９５）。

また、そうしたなかで何よりも勤労青少年像そのものが変質していく。企業側の労

働需要の変化や高校進学率の急速な上昇に伴い、「勤労青少年」は若年労働力の中核

部分から消散していくことになる。

そして生涯スポーツをめぐる状況もまた、それがたんなる理念にすぎなかった段階

を超えて、社会的な現実としてその後着実に地歩を築いていったことに異論の余地は

ないだろう。勤労者のスポーツ活動を阻害していた要因は徐々に解消へと向かい、施

設面での充実も進み、スポーツはもはや若者だけのものではなくなっていった（広田

ほか，２０１１）。少なくともかつての状況と比べるならそれが長足の進歩であることは、

近年の健康ブームやスポーツジムの隆盛など、周囲を見渡しただけでも明らかである

だろう。

しかしながら、その発展の方向性については、これを相対化して考えてみる余地が
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ないわけではない。というのも、高度成長期の勤労青少年たちが希求したスポーツの

あり方と、現在におけるスポーツライフの状況には、いくらかの距離があるように思

われるからである。仮にここで、上にみてきたような勤労青少年たちの状況を戦後日

本社会における生涯スポーツの発展の“初期値”としてとらえるなら、現状は一体ど

のように映ることになるだろうか。最後にその点に論及することで本稿の結びとする

ことにしたい。

表１２は２０１０年に実施されたある社会調査からのデータである（５）。２０歳代の男女に対

して、過去１年間のうちに実際に取り組んだ経験のある運動・スポーツ種目と、今後

行いたいそれのそれぞれについて尋ねた結果を集計したものであるが、ここに登場す

る種目リストを、１９６４年時点での調査にもとづく前出の表９と比較してみることにし

よう。両者は調査の手続きや質問の形式がずいぶん異なるし、またどこからどこまで

を「スポーツ種目」とみなすのかをめぐる定義上の違いが含まれているために厳密な

比較分析はできないが（もっとも、その部分にこそ時代相の違いが投影されていることも面

白いのだが）、おおざっぱに見比べるだけでも傾向の違いは比較的はっきりしているよ

うに思われる。

前節の分析のなかで確認したとおり、表９に登場する種目リストには、集団でとり

くむ競技や仲間との交流目的を暗示させるタイプのものが多数を占めていた。総じて

６０年代におけるスポーツのイメージはレクリエーション活動と未分化であり、社会関

係への指向性を多分に内包していたのである。

表１２ 種目別スポーツ活動との関わり（２０１０年）
（％）

男（n＝１５０） 女（n＝１４３）

実施種目 希望種目 実施種目 希望種目

ボウリング ２８．７ 釣り ２５．３ 散歩 ４１．３ 散歩 ２５．９
散歩 ２２．７ 筋力トレーニング ２２．０ ボウリング ２２．４ スノーボード ２３．１
サッカー ２０．０ ゴルフ（コース） ２０．０ 筋力トレーニング １３．３ヨーガ ２３．１
筋力トレーニング １９．３ スノーボード ２０．０ 体操 １３．３ ウォーキング １８．９
キャッチボール １８．７ ボウリング ２０．０ ジョギング・ランニング １０．５ バドミントン １６．８
スノーボード １６．７ 野球 １６．７ヨーガ １０．３ 水泳 １６．８
バドミントン １６．７ フットサル １５．３ バドミントン ９．８ 筋力トレーニング １５．４
野球 １６．７ サッカー １４．７ 海水浴 ９．８ ボウリング １５．４
ジョギング・ランニング １６．０ ゴルフ（練習場） １４．０ バレーボール ９．１ バレーボール １５．４
釣り １４．７ キャンプ １３．３ スノーボード ７．７ 海水浴 １１．９

散歩 １３．３

出所：笹川スポーツ財団『スポーツライフ・データ２０１０』（２０１０年）の生データより２０歳代のみを抽出
して集計。

注：「過去１年間に行った運動・スポーツ」ならびに「今後行いたい運動・スポーツ」（いずれも複数
回答）。

－６２－



それに対して表１２中のリストに際立つのは、散歩や筋力トレーニング、ジョギン

グ・ランニングのように、基本的に個人単位でとりくむタイプのものが多数登場する

ことである。これらに共通するのは、健康づくり、あるいは自己鍛錬の傾向であり、

言い換えるなら「自己への指向」だということができそうである。

もちろん、それはそれで望ましい方向性だと捉える理解は可能である。というよ

り、一般的にはそういう理解のほうが正統というべきかもしれない。しかし、生涯ス

ポーツの発展の“初期値”に照らして考えてみると、そこには幾ばくかの危うさの兆

候もまた読みとれはしないだろうか。

アメリカの政治学者ロバート・パットナムによる著書『孤独なボウリング』

（Putnam ２０００）は、現代アメリカ社会における社会関係資本の衰退の事実を論じた

著作であるが、そこで論拠として挙げられているひとつが、まさしく一般市民のス

ポーツ参加をめぐる状況であった。パットナムはこの著書のなかで、多くの伝統的な

タイプのスポーツ種目において参加率の低下傾向が認められることや、他方でスポー

ツ観戦ばかりが隆盛化しているという状況に注目し、そこに社会的ネットワークの衰

退の現れをみるのである。

なるほどインラインスケートやスノーボード、フィットネス・ウォーキングやジ

ム、ゴルフといった新しく人気を博すようになったスポーツも登場してはいるのだ

が、「しかし、これら新しいスポーツのほとんどは、多くの伝統的な運動と比べたと

きは『社会的』ではない」（Putnam訳書 ２００６，p.１２６）。そしてメジャースポーツのな

かでは唯一、ボウリングだけが競技人口のうえで高い人気を保ち続けているのである

が、これですら、参加者間の社交的な関係性を伴う「リーグボウリング」人口の急激

な落ち込みに直面しているのである（個人単位でボウリングに興じる人々の姿にアメリカ

社会の危機を重ねてみせたこの著書のタイトルは、まさにこの事実からとられている）。

具体的な現れ方は異なるにしても、ここでパットナムがアメリカ社会におけるス

ポーツをめぐる状況について指摘していたものと同様の事態は、程度の差はあれ日本

社会にもあてはまるのではないだろうか。高度成長期の勤労青年たちのスポーツ希求

から見えてくるもの、それは現代日本社会における生涯スポーツの発展プロセスの未

発の可能性だったようにも思えてくるのである。

〈注〉

�１ なお本稿は、共同研究の成果として発表済みの、広田・河野・澁谷・堤（２０１１）の筆者

担当部分の記述をベースに、旧稿には取り込むことのできなかった論点やデータを盛り

込んで構成し直したものである。

�２ 「生涯スポーツ」ならびに「スポーツ・フォー・オール」概念の沿革については、金崎

（２０００）を参照のこと。
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�３ 近代日本における野球の出自について触れた文献として、とりあえず木村（１９７６）を挙

げておく。

�４ 男子全体の平均値が４４％に対して男子店員６２％、女子全体の平均値３０％に対して女子店

員が４２％という数字が出ている（文部省社会教育局編，１９６３，p.９２）。

�５ 表１２の作成にあたっては、『スポーツライフ・データ２０１０』（笹川スポーツ財団編

２０１０）の調査データを利用した。生データを提供していただいた笹川スポーツ財団に深

謝する。

〈文献〉

広田照幸・河野誠哉・澁谷知美・堤孝晃，２０１１，「高度成長期の勤労青少年のスポーツ希求は

その後どうなったのか―各種調査の再分析を通して―」『スポーツ社会学研究』１９�１，pp.

３－１８．

金崎良三，２０００，『生涯スポーツの理論』不眛堂．

加瀬和俊，１９９７，『集団就職の時代―高度成長のにない手たち―』青木書店．

木村毅，１９７６，『日本スポーツ文化史』ベースボールマガジン社．

桝潟俊子，１９９５，『企業社会と余暇―働き方の社会学―』学陽書房．

文部省社会教育局編，１９６３，『市街地青少年余暇利用調査報告書（第１分冊）青少年調査』．

Putnam, Robert D, 2000, Bowling alone : the collapse and revival of American community, New York :

Simon & Schuster.（＝２００６，柴内康文訳『孤独なボウリング―米国コミュニティの崩壊と再

生―』柏書房）

笹川スポーツ財団編，２０１０，『スポーツライフ・データ２０１０―スポーツライフに関する調査報

告書―』．

東京都教育委員会編，１９５９，『商店勤務青少年の余暇利用状況調査報告書』．

東京都総務局青少年対策部計画課編，１９６７a，『住込青少年生活実態調査』．

―――――――――――――――編，１９６７b，『住込青少年生活実態調査―集計表―』．

財団法人日本青年館編，１９６４，『中小企業に働く青年の問題―余暇利用についてのアンケート

調査から―』．

－６４－


